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放射性廃棄物小委員会における地層処分への取組の中間的まとめ

1. 処分事業の必要性・安全性に対
する理解・合意が不足していた
のではないか。

2. 政府としてのコミット（本気度）
が不十分だったのではないか。

3. 当該場所で文献調査を行うこと
についての地元が負う説明責任、
説明負担が重すぎるのではない
か。

4. 調査や処分事業に対する地域
住民の参加の在り方が不明確
だったのではないか。

（１）廃棄物を発生させた現世代として、この解決に向けた取
組を進めることは不可欠である一方、地層処分の長期安
定性については、依然、不確実性が存在しており、国民
の信頼を得るには至っていない。

（２）したがって、高レベル放射性廃棄物の問題を解決してい
くためには、以下の観点を踏まえ、取組を再構築すること
が不可欠。
①現世代が最終処分に向けた取組を進めることは必要。
②我が国において、現時点で、科学的知見が蓄積された

最終処分方法は地層処分。
③可逆性・回収可能性を担保し、将来世代が最終処分に

関する意思決定を行える仕組みとすることが不可欠。
④代替処分オプションの研究開発等を進めることは必要。

（３）可逆性・回収可能性を担保した形で地層処分を進める
ことは１つの解決策になり得る。あわせて、このようなプ
ロセスで取組を進めていくことに対し、社会的コンセンサ
スを醸成していくことが極めて重要。

今までの反省 反省と今後の在り方

放射性廃棄物小委員会資料より

高レベル放射性廃棄物の地層処分事業が進展しない現状に対して、放射性廃棄物小委員会
（増田元大臣座長）において、再検討が進行中
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使用済燃料の組成（放射線毒性）
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２種類の分離変換システムの概念（高速炉体系と階層型）

群分離・核変換技術には、大きく分けて、高速炉サイクルの中で実施する「発電用高速炉利用型」と、
加速器駆動核変換システム（ＡＤＳ）を用いた「階層型」の2 つがあり、また2 つを併用することも可能で

ある。

引用：群分離･核変換技術評価作業部会



1988年：「群分離・消滅処理技術研究開発長期計画（オメガ計画）」開始
消滅処理分野→ 原子炉（炉物理・物性、FBR応用、専焼高速炉）

加速器（陽子加速器、電子加速器）

2000年：オメガ計画チェックアンドレビュー（原子力委員会決定）
「今後も着実に研究開発を進めることが適当」、
「今後、若い技術者にとって魅力ある、十分に能力を発揮できるような環境づくりが必要」
2000年：特定放射性廃棄物の最終処分に関する法律案の付帯決議など
「国及び関係機関は、最終処分の負担軽減等を図るため、長寿命核種の分離変換技術の研究開発
について、国際協力、国際貢献の視点等も加味するとともに、定期的な評価を行いつつ、着実に推
進することが必要である。」
2005年：原子力政策大綱
「その他の基礎的・基盤的な研究開発の主要な活動には、....や放射性廃棄物中の長寿命核種の短
寿命化等による放射性廃棄物処理・処分の負担軽減に貢献する分離変換技術の研究開発等があ
る。」
2008年：特定放射性廃棄物の最終処分に関する基本方針（改訂）
「国及び関係研究機関は、最終処分の負担軽減等を図るため、長寿命核種の分離変換技術の研究
開発について、国際協力、国際貢献の視点等も加味するとともに、定期的な評価を行いつつ、着実
に推進することが必要である。」
2009年：原子力委員会「分離変換技術検討会（座長山名）」報告書及び委員会決定
「この技術を含む将来の原子力発電技術体系に要求される性能目標を満たして実用化できれば、原
子力発電に伴って発生する放射性廃棄物の処分体系を一層合理的に設計できる自由度の増大が
期待される。」

我が国における分離核変換に関わる取組の経緯

放射性廃棄物小委員会資料より



前民主党政権下でのバックエンド・分離核変換に関わる姿勢

なお、当面以下を先行して行う。

－直接処分の研究に着手する。
－「もんじゅ」については、国際的な協力の下で、高速増殖炉開発の成果の取りまとめ、廃棄物の
減容及び有害度の低減等を目指した研究を行うこととし、このための年限を区切った研究計画を
策定、実行し、成果を確認の上、研究を終了する。
－廃棄物の減容及び有害度の低減等を目的とした使用済核燃料の処理技術、専焼炉等の研究
開発を推進する。
－バックエンドに関する事業については、民間任せにせず、国も責任を持つ。
－国が関連自治体や電力消費地域と協議をする場を設置し、使用済核燃料の直接処分の在り
方、中間貯蔵の体制・手段の問題、最終処分場の確保に向けた取組など、結論を見出していく作
業に直ちに着手する。

核燃料サイクルについては、特に青森県に国策に協力するとの観点から・・・等の負担をお願い
してきた。これらの協力については、重く受け止めなければならない。また、これまで使用済核燃
料等の受け入れに当たっては、核燃料サイクルは中長期的にぶれずに着実に推進すること、青
森県を地層処分相当の放射性廃棄物の最終処分地にしないこと・・・の約束は尊重する必要が
ある。青森県を最終処分地にしないとの約束は厳守する。他方、国際社会との関係では核不拡
散等・・・こうした国際的責務を果たしつつ、引き続き従来の方針に従い再処理事業に取り組み
ながら、今後、政府として・・・

革新的エネルギー・環境戦略（平成24年9月14日）

革新的環境・エネルギー戦略



文科省における分離核変換に関わる動き

科学技術･学術審議会研究計画･評価分科会原子力科学技術委員会の審議において、
廃棄物減容に関わる、以下の二つの審議が行われている。

１．もんじゅ研究計画作業部会 ９月審議終了

廃棄物の減容・有害度低減を目指した研究開発を、高速増殖炉技術のとりまとめ、高速
炉の安全強化、とならんで、３本柱の一つに

２．群分離･核変換技術評価作業部会 ８月５日より審議開始

核変換技術の研究開発について、核変換実験施設の整備の必要性や有効性、整備計画
の妥当性等について調査検討を行う。

文科省予算による「国家課題対応型研究開発推進事業」の「原子力システム研究開発事
業」において、「環境負荷低減技術研究開発」の事業が開始された。

平成２５年度より、「環境負荷低減技術研究開発」として放射性廃棄物の減容及び有害度
低減に資する研究開発についても競争的な環境の下で推進することとなった。また、本研
究開発を通じて、環境負荷低減技術の強化、更には継続的な若手研究者等の育成への
寄与を期待する。

文科省における原子力研究では、福島第一事故の後、放射性廃棄物減容を
意識した研究計画が徐々に進みつつある。

引用：群分離･核変換技術評価作業部会



群分離･核変換技術評価作業部会

科学技術･学術審議会研究計画･評価分科会原子力科学技術委員会
群分離･核変換技術評価作業部会 （8月5日より審議開始）

核変換技術の研究開発について、群分離・核変換技術の研究開発の現状等を評価するとと
もに、陽子ビームを用いた出力規模の高い核変換実験施設の整備の必要性や有効性、整備
計画の妥当性等について調査検討を行う。

○核変換技術、特に加速器を用いた核変換について、現在の技術レベルを踏まえ、今後の進め
方について、以下の観点から議論。

・2009年の原子力委員会における指摘からの技術的進展がどの程度あるか。
・現時点において、技術的課題がどこにあるか。
・高速炉による核変換と並行して、実施する意義はどこにあるか。
・国際的な連携による研究の加速化の見込みがあるか。
・上記事項を含め、実用化に向けて、経済性も含めた現実的な構想があるか。

目的

審議内容

10月30日に中間とりまとめを作成

引用：群分離･核変換技術評価作業部会



群分離･核変換技術評価作業部会の「中間的論点とりまとめ」より抜粋

○ 群分離・核変換技術は、高レベル放射性廃棄物に含まれる放射性核種を、その半減

期や利用目的に応じて分離するとともに、長寿命核種を短寿命核種あるいは非放射
性核種に変換するための技術である。

○ この技術が実現すれば、廃棄物の潜在的有害度の総量を大幅に低減することによる

長期リスクの低減、発熱の大きい核種を分離してコンパクトに処分することによる処
分場規模の縮小、白金族などの希少元素の利用による放射性廃棄物の一部資源化
といった効果が得られる可能性がある。

○ 群分離・核変換技術については、１９８８年のオメガ計画以降、最終処分の負担軽減

等を図るために長寿命核種の分離変換技術の研究開発は着実に推進することが必
要であると評価されてきている

○ 一方で、高レベル放射性廃棄物の処理・処分の社会的負担軽減を目指して、他の技

術的選択肢でも社会受容性の高い新たなバックエンド概念が構築できることを示すこ
とにより、将来の政策的な柔軟性が広がることが期待される。

○ 高速増殖炉サイクルによる分離・変換技術については、「もんじゅ研究計画作業部

会」において、廃棄物の減容及び有害度の低減等を目指した研究計画をとりまとめた
ところ。

引用：群分離･核変換技術評価作業部会



分離変換システムの概要

引用：群分離･核変換技術評価作業部会



分離核変換の３つの意義 （2009年のレビュー結果より）



分離核変換の意義 （潜在毒性の低減）

引用：群分離･核変換技術評価作業部会



分離核変換の意義 （地層処分面積の削減）

引用：群分離･核変換技術評価作業部会



加速器駆動未臨界システムによる分離変換システムの概要

引用：群分離･核変換技術評価作業部会



日本原子力機構提唱の二階層ADS分離変換システム概念

引用：群分離･核変換技術評価作業部会



分離変換システムの特性等

もんじゅ・FaCT 加速器駆動未臨界炉



もんじゅ・FaCT 加速器駆動未臨界炉

分離変換システムの特性等



ADSシステムの規模と導入のイメージ

引用：群分離･核変換技術評価作業部会



原子力機構の実用ＡＤＳ概念



原子力機構の実用炉概念（たくさんの開発課題がある）

引用：群分離･核変換技術評価作業部会



段階を踏んでの開発が計画されている

引用：群分離･核変換技術評価作業部会



ベルギーで計画されているADSシステム（ＭＹＲＲＨＡ ＰＲＯＪＥＣＴ）

○ ベルギーのＳＣＫ・ＣＥＮでは、熱出力50～100 ＭＷ規模の照射試験用ＡＤＳであるＭＹＲＲＨＡの建設を計画

している。ＭＹＲＲＨＡはＡＤＳによる核変換技術の開発だけでなく、先進的な原子炉（特に鉛冷却炉）の開発、
核分裂炉及び核融合炉のための高速中性子照射、加速器に基づく科学コミュニティーへの貢献、Ｓｉ照射やＲＩ
製造のための中性子照射施設といった多目的利用を念頭に置いた実験施設として検討されている。なお、燃
料には通常のＭＯＸを用いるため、核変換専用の照射施設ではない。

○ ベルギー政府は、２０１６年

（平成２８年）頃の着工を目指し、
総額9 億6,000万ユーロ（1 ユー
ロ130 円として約1,250 億円）の
建設費の内の40％を拠出する

ことを決めており、残りの負担
を諸外国に呼び掛けている。

○ 原子力機構は、本年２月に

ＭＹＲＲＨＡプロジェクトに対す
る関心表明を発出し、プロジェ
クト参加の検討が進められて
いる。ＭＹＲＲＨＡではＭＡ核変
換は行われないものの、ＡＤＳ
の開発において必須となる実
験炉級ＡＤＳの段階として、極
めて有効な知見・経験を得るこ
とが期待される。

引用：群分離･核変換技術評価作業部会



ＭＹＲＲＨＡの概要

引用：群分離･核変換技術評価作業部会



原子力機構が計画している核変換実験施設（J-PARC二期計画）

引用：群分離･核変換技術評価作業部会



原子力機構が計画している核変換実験施設

引用：群分離･核変換技術評価作業部会



（２）廃棄物の減容・有害度低減を目指した研究開発

（基本的な考え方）

「もんじゅ」をはじめとする高速増殖炉/高速炉は、軽水炉では燃やすことが難しい「高次化Ｐｕ」や
「ＭＡ」を燃料として燃焼することが可能である。このため、廃棄物の減容・有害度低減等の環境負
荷低減に貢献すると考えられている。

一方で、「常陽」等を用いてこれまでもＭＡ含有燃料等に関する基礎的な研究は行われてきたが、
実際の燃料規模で環境負荷低減の有効性を確認するための核的性能や燃料性能に関する知見が
十分ではない。「もんじゅ」は、これらの知見を得るために重要な施設である。

以上を踏まえ、まずは「高速増殖炉/高速炉システムによる環境負荷低減の有効性の確認」を目
標とし、燃料製造・高速炉による照射・再処理といった一連の高速炉サイクルによる廃棄物の減容・
有害度低減に資する全体システムの成立性を確認するため、全体システムの中核を成す「もんじゅ」
において燃料照射試験と分析を行いデータの収集を実施するとともに、「もんじゅ」のデータを補強・
補完する観点から、「常陽」でも照射試験等を実施する。

加えて、ＭＡ含有燃料等の製造・照射・処理の各段階で必要な研究を実施する。

もんじゅ研究計画での「廃棄物減容・有害度低減」の位置づけ

文科省 もんじゅ研究計画作業部会資料より



フランスのASTRID計画

○ フランスではADS開発には消極的で、逆に、マイ
ナーアクチニド燃焼を重視した、高速増殖タンク
型炉（Na冷却炉）であるASTRIDを2025年に運
転開始する予定で、研究を進めている。



○ 群分離技術については、実験室規模でのホット試験、工学規模での

コールド機器開発、模擬高レベル廃液による試験等についてロード
マップの課題に沿った成果が得られ、さらに、プロセス実廃液試験に
よる適用性評価に向けた検討が行われているなど、概ね、原子力委
員会「分離変換技術検討会」での指摘事項に沿った研究開発が進
められている。

○ 課題としては、ＭＡをランタノイドとともに抽出する工程以外の工程の
開発段階が低い状態にとどまっていることが懸念される。

○ また、工学規模へのステップアップに向けた実験に移行するために
は、トレーサー量を超える濃度のＭＡ溶液を取り扱うデータの取得が
課題である。

○ 今後、実廃液試験によりデータの取得を進めるとともに、産業界と連
携して工学規模への展開を見通すための技術開発を進めることが
期待される。

○ なお、高レベル廃棄物の潜在的有害度の有効な低減及び処分場面
積の縮小の観点から、ＭＡ回収率の目標値を99.9％に設定している
のは適切であるが、それが実現できない場合も含めたシステム全体
での適切な目標管理を行うべきである。

群分離技術については、着実に研究が進められてきた



分離核変換技術開発について私見など

未臨界炉心（中性子増倍系）を利用することの革新性（反応度事故、炉心管理
の裕度）を期待できる

ある程度のエネルギー投資をして得る過剰な中性子を、長半減期核種の核分
裂に向けるという、積極的な放射性核種燃焼の発想は、核分裂利用体系の本
質課題に対する前向きの方向性

炉心自体は、高速増殖炉の設計と似る（Na冷却、Pb‐Bi冷却）

放射性元素を分別処理するというクローズドサイクル概念には、「手間とコスト
をかけすぎ」という批判もあれば、「許容なコストの範囲内」との意見もある

ADSは以下のような目的に利用可能ではないか

・原子力利用による長半減期核種の累積量を減少（潜在ハザードの低減）
・軽水炉体系での高レベル放射性廃棄物管理と処分の合理化
・軽水炉体系での蓄積したプルトニウムの消費（燃焼）
・高速炉発電体系からの高レベル放射性廃棄物管理と処分の合理化
・ ADSを利用することでの高速炉発電系の負荷の低減

社会的な理解を得にくい「原子力バックエンド」に対する、一つの代替ポテン
シャル技術としては、着目に値する


